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研究成果の概要（和文）：本研究では解雇規制の社会経済への影響について、マクロ的視点から

コンピュータ・シミュレーションを行った。また、ミクロ的視点から解雇規制が労使の協調関

係に与える影響を分析した。どちらも解雇手続きに関する規制は、労働者のインセンティブを

考慮したとしても、経済に対して有効な正の効果をもたらすことを明らかにした。この他にも、

最低賃金、非正規雇用と若年労働、雇用調整と経営者の役割など、雇用に関する幅広い研究成

果を出すことができた。  

  
研究成果の概要（英文）：In this research, we have considered the effect of employment 
protection legislation to social economy. From the perspective of macroeconomy, we 
implemented a computer simulation for the analysis. Additionally, we argued how 
employment protection legislation influenced cooperative industrial relations from the 
microeconomic viewpoint. It has shown that firing costs as procedural inconveniences can 
improve social economy even under a situation in which worker incentive is a crucial 
problem. We have also provided effective contributions on various topics such as minimum 
wages, non-regular and/or young workers, roles of managers under employment adjustment.  
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１．研究開始当初の背景 

 わが国の経済環境の停滞が長引く中、雇用

の問題が焦眉の課題となっていた。当時も、

様々な分野の専門家による雇用のあり方に

ついての議論は行われていたが、経済学者と

法学者の間に深い溝が現れることが目立っ

ていた。これは、経済学者が法制度の多くを

自由な取引を制限する規制として捉えがち

である一方、法学者は自由な市場取引の暴走

を恐れるからである。それぞれの専門性に立
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脚した提言は重要であるものの、必要以上の

溝はときに不毛な論争にもなりがちだった。

こうした背景から、様々な分野からなる学際

的研究の必要性が高まっていた。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、経済学、法律学、社会学の専門

家からなる学際的なアプローチを重視し、解

雇法制を軸にしながらも、その他の雇用法制

や雇用のあり方について、政策的提言につな

がるきちんとした学術的成果を出すことを

目的とした。 

 まず、解雇法制が与える雇用形態、雇用法

制への影響、経済に与える効果を分析し、望

ましい解雇法制、雇用法制の姿を考えること

を目的とした。また、解雇法制の重要性は、

その経済に与える影響はもちろん、労働者の

技能形成の方法や技能の種類、仕事の評価方

法、非正規労働者の待遇など、雇用関係の在

り方を規定するところにあるため、広く雇用

法制のあり方も視野に入れた。 

 
３．研究の方法 

 経済学に関しては、契約理論によるミクロ

的分析と、サーチ理論によるマクロ的分析の

二つが主な分析手段であった。契約理論は、

労働者のインセンティブ、労使間の信頼関係

の構築、解雇法制や最低賃金のような各種規

制が労使関係のあり方に与える影響などを

分析するのに、優れた理論的ツールとして普

及しており、本研究もこれにならった。また、

労使関係というミクロ構造をとり囲む市場

環境については、サーチ理論による分析が近

年の主流の方法であり、本研究もそれに従っ

た。また、コンピュータのシミュレーション

も経済学分野で普及しており、本研究でもそ

の手法を取り入れた。 

 加えて、こうした経済学的方法に関する諸

前提が、他分野での知見とどの程度整合的な

のかについても、考慮に入れながら進めた。 

 

４．研究成果 

 本研究成果は、様々な分野の専門家によっ

て構成されていたため、雇用法制や雇用関係

について広く多岐にわたるが、解雇法制に関

する研究成果としては、以下のようにまとめ

られる。 

(1)解雇規制の社会経済への影響 

 解雇規制を解雇費用として単純化してと

らえることによって、社会経済への影響を定

量的に把握した。とりわけ、これまで意外と

重要視されてこなかった労働者のインセン

ティブの問題を扱い、サーチ理論に基づくコ

ンピュータ・シミュレーションを行った。 

 その結果、労働者や労働組合との交渉や事

前通告などに代表される解雇手続きに関す

る規制は、労働者のインセンティブを考慮し

たとしても、経済に対して有効な正の効果を

もたらすことを明らかにした。こうした手続

きに関する規制は、経済学では死荷重として

位置づけられ、むしろ避けられるべきとみな

されがちだが、労働者のインセンティブを考

慮したとしても正の効果が検出されるとい

う点で、労使交渉の重要性を理論的に明らか

にした重要な研究成果である。 

 さらに、割増退職金は、むしろ労働者のイ

ンセンティブに負の効果を与えることが検

出された。この結果自体は、解雇に関わる金

銭補償自体を強く否定するものではないが、

金銭補償よりも労使交渉の重要性が検出さ

れたことは、今後の解雇法制のあり方に重要

な示唆を与えるものであり、法律学や社会学

など他の社会科学分野の専門家の意見とも

整合的である。 

 

(2)解雇規制の労使の協調性への影響 

 もう一つは、解雇規制を労使関係の構築に

影響を与える制度的インフラとしての側面

に注目する視点である。良好な労使関係の構

築に解雇規制がどのような影響を与えるの

か、労使間で自発的なルールづくりはどこま

で可能なのか、政府が介在する必要性がある

のか、が想定されている課題であった。この

点については、関係的契約理論を用いて、解

雇規制の存在が協調的な労使関係の構築に

正の影響を与えるという新たな視点を提供

した。 

 良好な労使関係が構築されていれば、解雇

規制をはじめとした様々な規制の必要性が

小さくなることが主張されることが多かっ

たが、この研究成果によると、良好な労使関

係の構築にはむしろ解雇規制が正の効果を

もたらすことが示されている。ただ、解雇規

制があまりにも強くなると、今度は負の効果

が強く表れることもわかった。ここでも、労

使交渉のような手続き的費用の存在が割増

退職金のような金銭補償よりも望ましいこ

とが明らかにされている。 

 その結果、良好な労使関係を維持するには、

最適な解雇規制の水準があることが示され

たと言える。そのため、単純に雇用を保護す

ればよいとか、反対にすべて撤廃した方が良

いといった両極端な主張の有効性は低く、最

適な水準を探す地道な作業と慎重な議論が

必要とされる。 

  



 

 

(3)その他の雇用に関する研究 

 このほかには、日本の解雇ルールの形成に

大きな影響を与えたと言われる東洋酸素事

件と呼ばれる労働争議に関する社会学的調

査研究においても、労使交渉の有無が紛争解

決に与える影響の違いが示唆されるなど、理

論研究と整合的な成果が得られた。 

 この他にも、最低賃金が職場における技能

形成に与える影響を分析した研究、非正規雇

用と若年労働に関する法学的分析、雇用調整

と経営者の機能に関する研究が発表され、雇

用に関する幅広い研究成果を出すことがで

きた。  
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